
合成燃料（e-fuel）官民協議会の設立について

⚫ 合成燃料の商用化に向けては、技術面・価格面の課題に加え、認知度向上のための国内外への発信や、
サプライチェーンの構築、CO2削減効果を評価する仕組みの整備等の課題に対応するため、官民が一体と
なって取り組んでいくことが重要である。

⚫ これらの議論を加速させるため、「合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会」を設立する。また、
それぞれの課題について専門的な議論を行う場として同協議会の下に、「商用化推進WG」、「環境整備
WG」を設置。

⚫ 検討結果については、総合資源エネルギー調査会等にも共有し、必要な政策の検討へとつなげていく。

⚫ 合成燃料の導入促進に向けた総合的な検討
⚫ 各WGにおける検討のとりまとめ
⚫ 政府関係機関等への報告・提言

⚫ モビリティ分野（自動車・航空機・船舶）を中心とした合成燃料の商用
化に向けたロードマップの策定、サプライチェーン構築の検討・実証

⚫ モビリティ分野以外における合成燃料の導入可能性の検討
⚫ 合成燃料の導入促進に向けた広報活動 等

⚫ CO2削減効果を評価する仕組みの整備
⚫ 合成燃料の導入促進につながる枠組み（GXリーグ等）の活用
⚫ 国際的な認知度向上 等

商用化推進WG

環境整備WG

合成燃料官民協議会

【供給】
・製造 （石油連盟）

・流通 （全国石油商業組合連合会）

【需要】

・自動車（日本自動車工業会）

・航空機（定期航空協会）

・船舶（日本内航海運組合総連合会（内航船）、

日本船主協会（外航船））等

【研究機関、有識者、政府】

・経済産業省（事務局）、国土交通省
・NEDO、産業技術総合研究所 等

構成員

出典：第1回 合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官民協議会
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